
守秘義務契約書 

 

東京電力フュエル＆パワー株式会社（以下「甲」という。）と[契約先氏名又は名称]
（以下「乙」という。）は、「大井火力発電所廃止設備（旧ガスタービン設備）の売却」

のために開示される情報について、以下のとおり守秘義務契約（以下「本契約」とい

う。）を締結する。 
 

（目的） 

第１条 本契約は、「大井火力発電所廃止設備（旧ガスタービン設備）の売却」（以

下「本売却」という。）のために、甲から乙に開示される情報の保護を目的と

する。 
 

（秘密情報の定義） 

第２条 本契約において、秘密情報とは次の各号に該当するものをいう。 
① 甲が、乙に対して開示、提供する資料、仕様書その他の技術上又は業務上

の情報 

２． 前項に定める秘密情報は、当該秘密情報が書面その他の有体物（電子デー

タを含む。）にて提供される場合には秘密であることが明記され、又、口頭、

映像等の無体物にて開示される場合には、開示の際に秘密であることが告げら

れ、当該開示の日から 14 日以内に秘密とされる内容が書面にて確認されるも

のとする。 

３． 前二項の規定にかかわらず、次の各号に該当することを立証し得るものは、

秘密情報に含まれないものする。 

① 開示を受けた時に、既に公知であったもの 

② 開示を受けた時に、乙が既に適法に所有していたもの 

③ 開示を受けた後に、乙の責に帰すべからざる事由により公知となったもの 

④ 開示を受けた後に、乙が秘密保持義務を負うことなく第三者より適法に入

手したもの 

 

（秘密保持義務） 

第３条 乙は、秘密情報を善良なる管理者の注意義務をもって管理し、書面による

甲の承諾なく、次の各号に該当する行為をしてはならない。 
① 秘密情報を第三者に開示又は漏洩すること 
② 秘密情報を、本売却実施上、当該秘密情報を知る必要のない役員又は従業

員（以下「非関係者」という。）に開示又は漏洩すること 
③ 秘密情報を複写・複製し、又は翻訳・翻案すること 
④ パスワード等で保護をされた秘密情報の保護を解除して保管又は送付す

ること 



⑤ 秘密情報に基づき、新たになされた発明、考案、意匠の創作に関する、特

許権、実用新案権、意匠権を取得すること 
２． 乙は、前項に定める承諾を得て第三者又は非関係者に秘密情報を開示する

場合、及び秘密情報を知る必要のある役員又は従業員に秘密情報を開示する場合

には、当該被開示者に対して、本契約と同様の秘密保持義務を課すものとし、

その義務の履行について一切の責任を負うものとする。 

３． 第１項の規定にかかわらず、乙は、法令により秘密情報の開示を義務付け

られた場合、必要な範囲に限りこれを開示することができる。但し、法令によ

り開示の事実を通知することが禁じられる場合を除き、直ちにその旨を当該秘

密情報の開示当事者に対して通知し、必要最小限の範囲の開示にとどめること

を条件とする。 

４． 乙は、開示された秘密情報には財産的価値があり、秘密性のものであるこ

とを認識し、当該秘密情報の所有権などのいかなる権原も当該開示によって乙

に移転しないことを確認する。 

 

（目的外使用の禁止） 

第４条 乙は、秘密情報が本売却のために開示されたものであることを認識すると

ともに、その他いかなる目的のためにも使用してはならない。 
 

（秘密情報の不保証） 

第５条 甲は、開示した秘密情報により乙が被る損害について一切の責任を負わな

いものとする。 
 

（秘密情報の返還・破棄） 

第６条 乙は、甲から開示された秘密情報の返還を要求された場合には、当該秘密

情報（書面による甲の承諾により複写等した場合には当該複写物を含む。）を、

甲に返却、又は破棄のうえ、書面にて報告するものとする。 
 

（権利義務の譲渡の禁止） 

第７条 乙は、書面による甲の承諾なく、本契約により生じた権利及び義務の全部

又は一部を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならない。 
 

（通知義務） 

第８条 乙は、秘密情報が第三者に漏洩していることを確認した場合に、直ちに甲

に通知し、適切な措置を行うものとする。 
 

（損害賠償） 

第９条 乙は、本契約に違反し、甲に損害を与えた場合には、当該損害賠償の責め

を負うものとする。 



 

（有効期間） 

第１０条 本契約は、甲と乙の協議により終了するまで有効に存続するものとする。 
 

（合意管轄及び準拠法） 

第１１条 本契約に関する訴訟については、東京地方（もしくは簡易）裁判所を専属

管轄裁判所とする。 
２． 本契約は、すべての点で日本法にしたがって解釈され、法律上の効力が与

えられるものとする。 

 

（規定外条項） 

第１２条 本契約に定めなき事項が生じた場合、又は本契約に定める事項の解釈に疑

義を生じた場合には、甲乙誠意をもって協議し、解決する。 
 

本契約締結の証として、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各１通を保有

するものとする。 

 

２０１８年  月  日 

 東京都品川区東品川５丁目６番２２号 

甲 東京電力フュエル＆パワー株式会社 

 資材調達センター 

   ［役職名］  ［氏 名］ 

 

[所在住所] 

乙 [応募者名又は商号] 
[部所名] 

[役職名]   [氏 名] 
 


